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現代ロシアの経済構造

学位論文内容の要旨

  本 論文は 、「産 業構造 」、 「金融 」、「 非公式 径済」 の3部から 成る 。第1部の 産業購 造では 、生産から販売ま

で の 連 鎖過 程 を 一 元 的に 統 合 し た 企 業の 垂 直 統 合 の問 題 が 扱 わ れる 。 こ のよ うな垂 直統合 によ って成 立した

大 企 業 が、 現 在 、 石 油、 ガ ス を は じ めと す る ロ シ アの 基 幹 産 業 部門 を 支 配し ており 、これ らの 経営者 ・所有

者 た ち が新 興 財 閥 （ オリ ガ ル ヒ ） と して 、 ロ シ ア の政 治 ・ 経 済 を牛 耳 っ て い る。 第 1章 で は、 基 本的 にすべ

て の 企 業が 国 有 企 業 であ っ た 社 会 主 義時 代 か ら 、 わず か 十 数 年 の間 に 、 大々 的な私 有化な どを 経て、 どのよ

う に し てこ の よ う な 巨大 企 業 が 出 現 する こ と に な った の か に つ いて 、 理 論面 と実態 面から の分 析がな されて

い る 。 第1節 で は 、 垂直 統 合 が な ぜ生 じ る の か に つい て の 一 SS&<Jな 理論 的 考察が なされ た後に 、ロ シアに お

いて はさ らに政 府の役 割とい う問題 を重 視しな けれぱ ならなし、ことが強調される。社：会主義か・らの移行過程

に お い ては 、 政 府 規 制の 緩 和 と 私 離 厩得 の 確 立 と いう 2っ が 重 要で あ る が 、 ロシ ア で は 政 府規 制 が緩 和され

る な か で、 私 的 所 得 と共 同 所 得 の 区 分が む し ろ 曖 味化 さ れ た と いう の が 塩原 氏の本 論文に おけ る主要 な論点

の 1っ であ る 。 こ れ は、 政 府 と 企 業の 間 の 様 々 な 資金 移 転 の 結 果で あ り 、 脱 税・ 節 税 を 蔓 延ら せ るこ ととな

った 。  ． ．

  垂 直統 合 を 促 進 する 制 度 的 要 因と し て 、 本 論文 で は 、 移 転 価格 と 委 託 加工が 重要 規され ている 。移転 価格

は 、 企 業内 の 組 織 間 、親 会 社 と 子 会 社の 問 な ど の 取引 で 適 用 さ れる 価 格 であ り、こ れを恣 意的 に設定 するこ

と に よ り、 企 業 集 団 内で の 寵 闊 再 配 分や 脱 税 ・ 飾 税を 容 易 に 行 うこ と が でき る。委 託加工 は、 原材料 を加工

企 業 に 供与 し 、 加 工 品を 受 け 取 る 仕 細み で あ る が 、委 託 す る 企 業と 委 託 され る企業 の間で 金銭 の授受 がなさ

れ な い ため、 やはり 企業集 団内 での利 潤再配 分や脱 税・ 飾税に っなが るもの である 。こ の移転 価格や 委i毛カロ

工 、 そ して こ れ ら に よる 脱 税 ・ 節 税 とい う 契 饑 が 、垂 直 統 合 を 促進 し た 重 要 な要 因 で あ る と いう のが第 1章

の 結 論 で あ る 。第 1章 の 第 2節 以 降 で は 、石 油 、 ガ ス 、電 力 、 そ の 他の 産 業 （ ア ルミ ニ ウ ム 、 鉄 鋼、 製 糖 、

繊 幽 に おい て 垂 直 統 合が ど の よ う に 成立 し た の か が詳 細 に 記 述 され る 。 こ こ でも 、 移 転 f証絡 と 委託 加工に

焦 点 が 当て ら れ て い るが 、 こ れ ら の 実態 を 初 め て 実証 的 に 明 ら かに し た この 部分は 、極め て大 きな研 究ヒの

意 義 を 有す る 。 ロ シ アの 経 済 構 造 を 企業 の 垂 直 統 合と い う 切 り 口か ら 論 じた 本論文 の特徴 が浮 き彫り にされ

てい る部 分であ る。

  第 1部 の 第 2章 で は 、や は り 一 大 企業 集 団 が 形 成さ れ て い る 軍 産複 合 体 の 問 題が 扱 わ れ る 。こ こ で も 、 こ

れ ら の 企業 集 団 の 形 成に お い て 国 家 の果 た し た 大 きな 役 割 が 実 証的 に 明 らか にされ る。こ れら の企業 はなお

基 本 的 に国有 である が、私 的所 得と共 同所得 の区別 が曖 昧なな かで、 これら 企業の 経営 者層が 私的チ l亅 益を追

求 し て いる 実 態 が 明 らか に さ れ て い る。 同 時 に こ の章 は 、 第 1章で 扱 わ れ た エネ ル ギ ー 産 業部 門 と並 んで、

今 な お ロシ ア の 産 業 のな か で 競 争 カ を有 す る 数 少 ない 部 門 の 1っで あ る 国 防 産業 部 門 の 現 状あ る いは 非軍事

化 の 実 情を 明 ら か に する も の であり 、ロ シア経 済の現 ．実を 直視 すると いう本 論文の なかで 重要 な位置 を占め

る。

  第 2部 の 金 融 で は、 銀 行 と 企 業の 問 の 関 係 が分 析 さ れ る 。こ こ で も 政 府 の役 割 に 大 き な注 意 が 向けら れ、

中 央 銀 行や 、 中 央 銀 行が 支 配 し 、 国 民の 預 金 の 7割を 独 占 す る 貯蓄 銀 行 （ ズ ベル バ ン ク ） の行 動 に特 別の関

心 が 向 けら れ て い る 。第 3章 で は 、金 融 抑 圧 と 二 重経 済 と い う ロシ ア の 特 徴 がま ず 明 ら か にさ れ る。 金融抑

圧 と fよ 物 価 上 昇 率 が 高 く て 、 実 質 の 金 利が マ イ ナ ス にな る 状 態 で あ る。 ロ シ ア で は、 1992年 か ら 1994年

頃 ま で この 状 態 が 続 いた 。 金 融 抑 圧 の下 で は 、 で きる だ け 借 金 をし て 、 でき るだけ 返済し ない ことが 利益と

な る 。 金融 抑 圧 は 、 基本 的 に 1995年 以 降 解 消さ れ た が 、 ルー ブ ル と 並 んで ドル （外貨 ）が通 貨とし て重 要な
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役割を果たすという意味の二重経済は、現在もなおロシア経済の大きな特徴の1っとなっている。ただし、

ロシアの多くの公式統計においては、ドル建ての統計は不十分あるいは不正確であり、また、ドルによる決

済や箪笥預金は非公式隆済にもt對係して闇の中にあり、これらを明示的に考慮してロシアの金融を論じるこ

とは極めて困難である。第3章はこの課題に挑戦したものであり、1992年初～1993年末の著しい金融抑圧期、

1995年春～1998年8月の金融挧圧から脱した時期に分けて、銀行と企業の間のI瓢を極めて詳細に分析して

いる。これらの分析からは、銀行が中央銀行のクレジットの運用、公的資金の取り扱い、外貨建て資産の運

用、財務省の保証する種々の手形の利用、国債投資などで利益を上げ、企業への貸し出しにほとんど関心を

示さなかったことが明らかにされる。これらは、いずれも銀行、企業、政府の3者間での癒着（共謀I難み

のなかで進展したものであり、ビジネスと国家との癒着関係が強く印象付けられる。これに対して、ロシア

では銀行の金融仲介機能（企業等への貸し出し）は発展せず、その意味で、金融システムは未発達なままで

あったことが明らかにされる。

  第3章での銀行と企業の間の関係の分析はそれ自体としても価値があるが、これは1998年8月に表面化し

たロシア金融危臓の原因解明に大きく貢献するものである。第3章の第3節では、ロシアの主力銀行の金融

危機前後の動向が明らかにされる。ロシア金融危饑に関するさらに多面的な分析は、第4章でなされている。

ロシア金融危機は、IMF（国際通貨基金）に主導されたロシアの歪な市場経済移行政策の結果として現出し

たものであり、nvIFの移行戦略の誤謬性がここに集中的に現れているというのが塩原氏の基本的認識であり、

第4章ではこの点が金融危機の直接的（短期的）要因と間接的（長期的）要因に分けて詳細に記述されてい

る。この部分は、ロシア金融危臓の原因に関して日本語で書かれた、もっとも包括的な学術論文であると評

価される。

  第3部の非公式経済は、ロシア経済の現実を分析するという塩原氏の構想のなかで、もっとも重視されて

いる部分である。まず第5章では、ロシア経済に蔓延する支払い遅延と非貨幣取引休日殺、バーターなど）

の問題が扱われる。ロシアでは、企業聞や企業と政府の間などでの支払いが大幅に遅れ、それらが相殺され

たり、．バーターで決済されたりする慣行が、現在も続いている。この原因を扱った第5章は、本論文の中心

的な章の1っであり、第1部と第2部で展開された概念や説明された制度が総動員されて、検討がなされて

いる。金融システムが未発達であることに加えて、とくにここで重視されているのは、企業、銀行、政府の

間の共謀｜難みである。たとえば、特定の企業問で債権・債務の相殺が繰り返されるとすれば、それはそこに

何らかの共謀I難ゑを想定せざるを得なぃ。同様な事態は、企業と政府の間でも生じている（税瀚と予算支

出未払いの相殺など）。この章では、なぜこのような支払い遅延や非貨幣取引が、当事者にとって利益となる

のかが明快に説明される。

  第5章第2節では、ガスと勧の部門において、上記の共謀関係がどのように形成されているかカミ詳細に

記述されている。ここでは、政府、ガス会社、電力会社などが支払い遅延や非貨幣取引を許容することによ

って、企業などに事実上支払っている昇妬ミ的補助金に焦点が当てられており、黙示的補助金の授受をめぐる

共謀t翼縣が鮮明に描かれている。

  第6章では、腐敗とシャドー経済の問題が扱われる。まずこれらの概念規定がなされ、先行研究がJt制的

に検討される。ここでは、腐敗が、「個人ないし組織が、国家調整によって生じるレントを求めて、ルーール違

反を伴って行う行為」と定義され、シャドー経済が、「個人ないし組織によるルーノ臓を伴った経済活動」

と定義される。塩原氏は、このように緩やかに定義することにより、ロシアの腐敗とシャドー経済を包括的

に分析しようとしている。塩原氏は、ソ連の社：会主義経済体制を、第1経済である計画経済と第2経済であ

るシャドー経済が一体となったものと捉えているが、その第2経済が現在のシャドー経済に移行したと考え

るような安易な立場は取らない。資本主義への移行過程において脱税に関わるような腐敗が急膨張し、シャ

卜‐経済の拡大にっながっていく要因を分析している。腐敗についても、塩原氏は社会主義体制下との連続

性を強く意識しているが、それを安易に社会的要因（歴史的に形成された規範に関わる文化や国民性の問題）

に帰することなく、制度、政策、組織に関わる要因を萱覘しようとする。とりわけ、経済運営のルールが大

きく変化するなかで、賄賂の提供などにより、自らの利益になるようにそのル＾一ル（法律、規制、国家政策

な ど ） の 変 更 に 影 響 を 及 ば そ う と い う 行 為 (state capture)が 重 要 で あ っ た と す る 。

  終章では、現在のロシア型資本主義の特徴がまとめられ、本論文で取り上げた問題について今後の研究の

方向性や可能性についての示唆が与えられている。
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学位論文審査の要旨

    学 位論 文題 名

現代ロシアの経済構造

  本論文は、社会主義から資本主義r` の移行過程にあるロシア経済の現亠実を、主としてミクロ経済学と政治

経済学の観点から考察したものである。従来の研究では、ロシア経済の現実を分析すると言いながら、非公

瑚堅済（シャドー経済）、腐敗、非貨幣取引（相殺、バーターなど）、ドル経済化、非軍事化など、これまで

の正統派経済学の枠細みや公式統計だけの利用では手に負えなぃような問題は、分析から除外されてきた。

塩原氏は、これに対し、このようなロシア経済にとって重要であるにもかかわらず、分析されてこなかった

ものを含めて、総合的にロシア経済を把握しようとする。本論文は、とくに、経済主体（企業、銀行、政府）

の問の関係を重藷ナるものであり、補助金、移転緬格、委き勧ロエをはじめとする様々な制度により、また、

金融J:圧（マイナス金利）、二重経済（ドノ囃勁軒bという特異な環境の下で、経済主体の問に形成された共

謀 関係 を 明らかに し、そ れを軸と して新た なロシ ア経済研 究の在 り方を探 ろうと している 。

本論文は、シャドー経済、腐敗、非貨幣取引、ド′レ経済化などを含めて、現在のロシア経済の覡実を捉え

直す試みである。これらの現象が、社会主義から資本主義への移行過程にあるロシア経済を理解するうえで

重要であるという認識は多くの研究者が共有していたが、これらの現象は従来の経済学の研究の枠組みでは

分析が困難であるため、本格的な分析が避けられてきlまた、これらの現象については数量瑚モ蛎掛困難

であり、公式の統計資料が極めて不十分・不正確であるという事情も研究を妨げてきた。塩原氏は、このよ

うなロシア経済の本質に関わる現象を抜きにした分析はあり得なぃとして、果敢にも、これらの現象を含め

て、ロシア経済構造を総合的に分析するという試みを行った。ここに、ロシア経済研究における本論文の最

大の意義がある。

  ロシア経済の特徴として塩原氏がもっとも重視するのは、第3部で扱っている非公式経済である。この要

因を探るために、第1部で企業問およぴ企業と政府の間の関係が分析され、第2部で企業、銀行、政府の問

の関係が分析きれた。そこから導き出された結論は、企業、銀行、政府の間の共謀関係が大きな役割を果た

しているということである。第1部と第2部では、そのような共謀t辨ゑを取り結ぶことが、なぜそれぞれの

経済主体にとって利益となるのかが明快に説明された。その結果として、塩原氏が構造的腐敗トライアング

′レと呀奄ぢ嬬菓関係が成立したのである。なお、本論文のタイトノレが示すように、本論文が分析しようとして

いるのは経済構造であるが、経済主体問の関係を分析することにより、経済構造を理解するというところに

塩原氏のオリジナリティーがある。それによって、従来捉え切れなかった種々の現象を、俎上に載せること

に成功したと考えられる。

  塩原氏は、社会主義期からの「i粥離EJと「変異」とぃう問題を極めて重視するが、シャドー経済や腐敗

の原因を安易に歴史的要因や文化的要因に帰着させることはせず、経済主体がそこに利益を見出すようにな

る制度的、政策的、組織的要因を考察する。たとえば、委託加工、移転価格、黙示的補助金の分析は秀逸で

ある。これらは、いずれも複雑な制度に関わるものであり、日本ではきちんとした研究がなされてこなかっ

た。塩原氏は、欧米の断片的な先行研究、ロシアの一次資料に拠りながら、この制度の機能と役割を明らか
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にし、この制度のロシア経済にとっての重要性を示した。また、第1章や第5章で展開される個別の産業部

門におけるこれらの制度についての詳細なケース．スタディは、それ自体として大変価値の高いものである。

  本論文では、ロシア語、英語、日本語の588本もの文献が引用されている。塩原氏の基本的な手法は、先

行研究における諸説を比較考量し、そこから分析のための視角を探求し、その視角に基づぃて問題を掘り下

げるというものである。このような形で先行研究を取りまとめたことも、楠侖文の大きな学術的貢献の1つ

であり、本論文が、今後この分野を研究する者にとって必ず参照しなけれぱならなぃ重要文献となることは

間違いなしヽ。

  もとより、本論文に問題点がなぃわけではなぃ。たとえば、腐敗に関する議論が、先行研究が欧米にしか

ないという事情に影響されて、欧米の議論の枠組みで行われているきらいがあること、近年、支払い遅延と

非貨幣取引が減少していることについての分析が十分になされていないことなど、改善されるべき点は少な
からずある。しかし、それらは本論文の主要な学術的貢献の価値を損なうものではない。

本委員会は、塩原俊彦氏により提出された当該申請論文を審査し、また口頭試問において問題点を質すな

ど、十分かつ慎重に審議を重ねた結果、以上に記したような本論文のもつ高い学術的価値に鑑み、全員一致

で同氏は博士（学術）の学位を受けるにふさわしいとの結論に達した。
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